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協働事業提案制度採択事業 実施報告 

事業名 災害時、台東区内の被災者へ適切な情報を提供するための実践訓練事業 

実施団体 特定非営利活動法人 ＢＨＮテレコム支援協議会 

区担当課 総務部 危機・災害対策課 

事業期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

実施経過 

 ４月２５日 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６月２５日 

 

 

 

 

 

 ７月２８日 

 

 

 

 

臨時災害放送局 電波伝搬実験 

・災害発生時に臨時災害放送局が開設された場合を想定し、区内 

 の各地域で実際に放送が聞こえるエリアを把握するために実施。 

・台東区役所屋上に放送設備を設置し、送信出力４Ｗ、周波数 

 ７７．１ＭＨｚで送信。 

・７７．１ＭＨｚだと区内８５％以上（屋外）で受信を確認。 

・アナログ式ラジオだと受信が困難。 

・隅田川沿いや御徒町南側のビルの密集地域など、受信が困難な 

 エリアもあった。 

 

第１回ワークショップ（区職員編） 

・ＮＨＫ放送文化研究所の村上圭子氏より、「災害情報伝達の現状と課題」についてご講演をいた 

 だいた。 

・「首都直下地震から一週間後の台東区」を想定し、災害対策本部に届いた多種多様な情報の中か 

 ら、被災者に最も必要な情報を簡潔で分かりやすく伝える訓練を実施。 

 

第２回ワークショップ（外国人ルーツの区民編） 

・ＦＭわぃわぃ代表の金千秋氏より、災害時の多言語放送と地域コミュニティの重要性について 

 ご講演をいただいた。 

・首都直下地震を想定したシミュレーションの中で、外国人住民が理解しやすいよう「やさしい 

 日本語」や視覚的要素を使った情報整理を実施。 
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１０月 ４日 

 

 

 

 

１１月１９日 

 

 

 

 

 

 

 ３月 ４日 

 

 

 

 

第３回ワークショップ（障害を抱える区民と支援団体編） 

・ＮＰＯ法人ウィズアスの鞍本長利氏より、災害時に障害者が直面する困難を踏まえ、地域の内 

 外にサポートネットワークを築いていくことの重要性などについてご講演いただいた。 

・障害者の災害時の情報入手のために、スマートフォンの文字拡大・音声操作を体験。 

 

第４回ワークショップ（防災関係者編） 

・ＮＰＯ法人かながわ３１１ネットワークの奥田建蔵氏より、震災 

 時のマンション被害事例と地域連携の重要性についてご講演いた 

 だいた。 

・区内の町会やマンション理事会、ＮＰＯ法人、企業等が取り組ん 

 でいる具体的な防災活動の情報共有。 

 

第５回ワークショップ（まとめ編） 

・事業実施団体より、「誰一人取り残さないための災害情報マネジメント」と題し、これまでのワ 

 ークショップの成果と課題の振り返りを実施。 

・行政職員、ＮＰＯ法人関係者、町会関係者など、多様な立場が混在するグループに分かれ、災害 

 情報をわかりやすく伝えるための原稿作成と、ミニＦＭによるアナウンス訓練を実施。 

成果・課題 

【実施団体】 

・本事業を実施する中で、区担当課以外の部署や町会、ＮＰＯ法人、企業など、多様な主体との協働関係が構築で 

 きた。 

・専門機関から最先端の知見や具体的なノウハウを取り入れられた。 

・事業を実施していく中でも、状況の変化に応じて内容を柔軟に変更できる制度設計が必要。 

【区担当課】 

・普段の業務ではあまり関わりがなかった団体や個人の意見を聞くことができ、知見の幅を広げる貴重な機会に 

 なった。 

・臨時災害放送について、受信が難しいエリアがあったほか、ラジオの機器によっても受信状況に差があった。 

実施経費  1,461,674円（区委託料 861,985円、団体自己資金 599,689円） 

 


